
八幡浜地区施設事務組合公園条例  

 

平成２０年 ３月１４日  

条 例 第 ６ 号 

改正 平成２６年 ３月１７日条例第３号   令和 元年 ７月１８日条例第 ３号 

                           令和 ２年 ３月２５日条例第２号   令和 ５年 ３月２４日条例第 ２号 
 

（目的） 

第１条 この条例は、都市公園法（昭和３１年法律第７９号。以下「法」 

 という。）第１８条の規定に基づき、法令に特別の定めがあるもののほ

か、八幡浜地区施設事務組合公園（以下「公園」という。）の設置及び

管理について必要な事項を定めることを目的とする。 

 （設置等） 

第２条 組合が設置する公園の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

 (1) 名 称神越コミュニティ公園 

  (2) 所在地 八幡浜市保内町喜木１番耕地１番地 

２ 組合長は、公園の区域を変更し、又は公園を廃止するときは、当該

公園の名称、位置、変更又は廃止に係る区域その他必要と認める事項

を明らかにしてその旨を告示しなければならない。 

  （行為の禁止） 

第３条 公園においては、次の各号に掲げる行為をしてはならない。た

だし、法第５条第２項、法第６条第１項若しくは第３項又は次条第１ 

 項若しくは第２項の許可に係る行為については、この限りでない。 

(1) 公園を損傷し、又は汚損すること。 

(2) 鳥獣類を捕獲し、又は殺傷すること。 

(3) 竹木を伐採し、植物を採取すること。 

(4) たき火をし、又は火気をもって遊ぶこと。 

(5) 立入禁止区域に立ち入ること。 

(6) はり紙、はり札をし、又は広告を表示すること。 

(7) 指定された場所以外の場所に車両等を乗り入れること。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、公園の管理上支障があると認められ

る行為をすること。 



 （行為の制限） 

第４条 公園において次の各号に掲げる行為をしようとする者は、組合

長に申請書を提出して許可を受けなければならない。 

(1) 行商、募金その他これらに類する行為をすること。 

(2) 業として写真又は映画を撮影すること。 

(3) 興業をすること。 

(4) 競技会、展示会、音楽会、撮影会、集会その他これらに類する催

し等をすること。 

２ 前項の許可を受けた者が、許可を受けた事項を変更しようとすると

きは、当該事項を記載した申請書を組合長に提出して許可を受けなけ

ればならない。 

３ 組合長は、前２項の許可にあたっては、公園の管理上必要な範囲で 

 条件を付することができる。 

（許可の特例） 

第５条 法第６条第１項又は第３項の許可を受けた者は、当該許可に係

る事項については、前条第１項又は第２項の許可を受けることを要し

ない。 

 （利用の不許可） 

第６条 組合長は、次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、

公園の利用を許可してはならない。 

(1) 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 

(2) 暴力排除の趣旨に反すると認められるとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、組合長が利用させることを不適当と

認められるとき。 

 （利用の禁止又は制限） 

第７条 組合長は、公園の損壊その他の理由により、その利用が危険で

あると認められる場合又は公園に関する工事のため、やむを得ないと

認められる場合においては、公園を保全し、又はその利用者の危険を

防止するため、区域を定めて公園の利用を禁止し、又は制限すること 

ができる。 

 （公園施設として設けられる建築物の建築面積に関する基準） 



第７条の２ 法第４条第１項の条例で定める一の都市公園に公園施設と

して設けられる建築物（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第

２条第１号に規定する建築物をいう。以下同じ。）の建築面積（国立公

園又は国定公園の施設たる建築物の建築面積を除く。以下同じ。）の総

計の当該都市公園の敷地面積に対する割合は、１００分の２とする。 

２ 都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号。以下「令」という。）

第６条第１項第１号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし書の

条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、都市公園の敷地

面積の１００分の１０を限度として前項の規定により認められる建築

面積を超えることができることとする。 

３ 令第６条第１項第２号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし

書の条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、都市公園の

敷地面積の１００分の２０を限度として第１項の規定により認められ

る建築面積を超えることができることとする。 

４ 令第６条第１項第３号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし

書の条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、都市公園の

敷地面積の１００分の１０を限度として前３項の規定により認められ

る建築面積を超えることができることとする。 

５ 令第６条第１項第４号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし

書の条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、都市公園の

敷地面積の１００分の２を限度として前各項の規定により認められる

建築面積を超えることができることとする。 

 （公園施設に関する制限等） 

第７条の３ 令第８条第１項の条例で定める一の都市公園に設ける運動

施設の敷地面積の総計の当該都市公園の敷地面積に対する割合は、１

００分の５０とする。 

 （公園施設の設置及び管理又は占用等の許可申請書の記載事項） 

第８条 法第５条第１項の規定による条例で定める事項は、次に掲げる

ものとする。 

(1) 公園施設を設けようとするとき。 

  ア 申請者の住所、氏名及び職業 



  イ 公園施設の種類及び数量 

  ウ 設置の目的、場所、期間 

  エ 公園施設の構造  

  オ 管理の方法 

  カ 工事の着手及び完了の時期 

  キ アからカまでに掲げるもののほか、組合長の指示する事項 

(2) 公園施設を管理しようとするとき。 

  ア 申請者の住所、氏名及び職業 

  イ 公園施設の種類及び数量 

  ウ 管理の目的 

  エ 管理の期間 

  オ 管理の方法 

  カ アからオまでに掲げるもののほか、組合長の指示する事項 

(3) 許可を受けた事項を変更しようとするときは、当該事項 

２ 法第６条第２項の条例で定める事項は、次の各号に掲げるものとす

る。 

(1) 申請者の住所、氏名及び職業 

(2) 占用物件の種類及び数量 

(3) 占用物件の管理の方法 

(4) 工事実施の方法 

(5) 工事の着手及び完了の時期 

(6) 前各号に掲げるもののほか、組合長の指示する事項 

 （占用許可事項の軽易な変更） 

第９条 法第６条第３項ただし書の規定による条例で定める軽易な変更

とは、公園の利用又は効用に影響を与えないもので、次に掲げるもの

とする。 

(1) 占用物件の内部塗装又は外部の色彩を変えない塗装     

(2) 占用物件の構造に影響を与えない小修理及び内部の模様替 

 （申請書に添付すべき設計書等） 

第１０条 公園施設の設計若しくは公園の占用の許可を受けようとする

者又はそれらの許可を受けた事項の一部を変更しようとする者は、当



該許可の申請書に設計書、仕様書及び図面を添付しなければならない。 

 （権利の譲渡等の禁止） 

第１１条 法及びこの条例に基づく許可を受けた者は、その権利を他人 

 に譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

 （使用料） 

第１２条 法第５条第１項、第６条第１項、第４条第１項の許可を受け

た者は、別表第１に掲げる額の使用料を納付しなければならない。 

２ 使用料は、前納しなければならない。ただし、組合長の承認を受け

たときは、この限りではない。 

３ 既に納付した使用料は、還付しない。ただし、天災その他利用者の   

 責めに帰することができない事由により利用ができなくなった場合は、

この限りではない。 

４ 組合長は、公益上その他必要と認める理由がある場合は、利用者の

申請により使用料を減免することができる。 

 （有料施設の使用料） 

第１３条 公園施設のうち、多目的広場の使用料は、別表第２のとおり

とする。 

２ 前条第２項から第４項の規定は、前項の使用料を徴収する場合に準

用する。 

 （監督処分） 

第１４条 組合長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、この

条例の規定によってした許可を取り消し、その効力を停止し、若しく

はその条件を変更すること、又は行為の中止、原状回復若しくは公園

からの退去を命ずることができる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく処分に違反している者 

(2) この条例の規定による許可に付した条件に違反している者 

(3) 偽りその他不正な手段により、この条例の規定による許可を受け 

た者 

２  組合長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、この条

例の規定による許可を受けた者に対し、前項に規定する処分をするこ

と、又は同項に規定する必要な措置を命ずることができる。 



(1) 公園に関する工事のため、やむを得ない必要が生じたとき。 

(2) 公園の保全又は公園の利用に著しい支障が生じたとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、公益上やむを得ない必要が生じたと

き。 

 （立入検査） 

第１５条 組合長は、公園の管理上又は公益上必要があると認めるとき

は、法又はこの条例による許可事項その他必要と認める事項について、 

 利用者から報告を求め、又は職員を立ち入らせ、調査させ、若しくは

検査させることができる。 

２ 前項に規定する職員は、要求があるときは、その身分を示す証明書

を提示しなければならない。 

 （届出） 

第１６条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、速やかにそ

の旨を組合長に届け出なければならない。 

(1) 法第５条第１項又は法第６条第１項若しくは第３項の許可を受け

た者がその許可又は変更の許可に係る工事に着手し、又は工事を完

了したとき。 

(2) 前号に掲げる者が公園施設の設置若しくは管理又は公園の占用を

廃止したとき。 

(3) 第１号に掲げる者が法第１０条第１項の規定により公園を原状に

回復したとき。 

(4) 法第２７条第１項若しくは第２項の規定により必要な措置を命ぜ

られた者が命ぜられた工事を完了したとき。 

 （委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、八西衛生事務組合公園条例（昭 

和６２年八西衛生事務組合条例第１号）の規定によりなされた処分、



手続その他の行為はこの条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

   附 則（平成２６年条例第３号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の八幡浜地区施設事務組合公園条例別表第１

及び別表第２の規定は、この条例の施行の日以降の利用に係る使用料

について適用し、同日前の利用に係る使用料については、なお従前の

例による。 

   附 則（令和元年条例第３号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の八幡浜地区施設事務組合公園条例別表第１

及び別表第２の規定は、この条例の施行の日以後の利用に係る使用料

について適用し、同日前の利用に係る使用料については、なお従前の

例による。 

   附 則（令和２年条例第２号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第１の改正規定

は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の八幡浜地区施設事務組合公園条例別表第１

の規定は、令和２年４月１日以降の使用に係る使用料について適用し、

同日前の使用に係る使用料については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年条例第２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の八幡浜地区施設事務組合公園条例別表第１

の規定は、この条例の施行の日以後の使用に係る使用料について適用



し、同日前の使用に係る使用料については、なお従前の例による。 

 

 

  



別表第１ 

（使用料） 

（単位；円） 

区         分  使  用  料  

単   位  金額 

施設の設置 売 店 そ の 他 こ れ に 準 ず る も

の 

占用面積１平方メート

ルにつき１日 

40 

 

占用 電柱 １本につき１年 480 

電話柱 430 

公衆電話所 １個につき１年 850 

競技会、集会、展示会等の催

しのための仮設工作物 

占用面積１平方メート

ルにつき１日 

4 

アーチ １基につき１月 400 

広告塔 直径１メートル未満、

高さ４メートル未満の

もの１基につき１月 

300 

直径１メートル以上、

高さ４メートル以上の

もの１基につき１月 

500 

広 告 板 類 及 び 他 の 占 用 物 件

を利用する広告類 

表示面積１平方メート

ルにつき１月 

200 

行為 行商、募金その他これらに類

するもの 

占用面積１平方メート

ルにつき１日 

40 

業としての写真撮影 １日又は１回 1,060 

業としての映画撮影 １時間 1,060 

興行 占用面積１平方メート

ルにつき１日 

40 

競技会、集会、展示会等の催

し の た め 公 園 の 全 部 又 は 一

部を独占して利用するもの 

占用面積１平方メート

ルにつき１日 

4 

 

  



別表第２ 

（多目的広場使用料） 

１ 照明施設を利用しない場合 

（単位：円） 

時間 

区分 

8 時～17 時 8 時～12 時  12 時～17 時 時間帯以外 

(1 時間までごとに) 

使 用 料 1,060 520 640 150 

 

２ 照明施設を利用する場合 

（単位：円） 

利用時間 使用料 備考 

17 時 00 分～18 時 00 分 １回 1,150 円 前号の使用料は徴集しない。 

 18 時 00 分～21 時 30 分 １回 3,980 円 

19 時 00 分～21 時 30 分 １回 2,830 円 

 


